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平平成 28 年度行政評価（平成 27 年度事業実施分）

自己評価・庁内評価結果

 

足立区では平成17年度から、基本計画と行政評価を一体的に進行管理するために、

基本計画の施策と行政評価の施策とが共通になるように体系化しました。 

そのうえで、行政評価を「区役所が行う様々な活動を、一定の基準・視点にしたが

って定期的に評価し、そこで得られた評価結果を次の計画立案や事業改善へと反映さ

せる一連の作業」と定義し、実施しています。 

平成 27 年度に実施した施策および事務事業についての自己評価結果がまとまりま

したのでご報告いたします。 

また現在、新基本計画の策定に向け新たな施策体系を構築するため、現行計画期間

（平成 21 年度から平成 28 年度）を振返って施策を総括し、自己評価及び庁内評価委

員会による評価を実施いたしましたので、あわせてご報告いたします。 

なお区民評価委員会による、平成 27 年度の重点プロジェクト事業および一般事務

事業の一部に対する評価結果につきましては、「平成 28 年度 区民評価委員会報告

書(平成 27 年度事業実施分)」をご覧下さい。

【自己評価の対象】

■施策評価：基本計画の全ての施策（87 施策） 

■施策総括評価：基本計画の全ての施策（87 施策） 

■事務事業評価：平成 27 年度に実施した全ての事務事業（659 事業） 

※事務事業の評価結果は、別冊「事務事業評価調書１」「事務事業評価調書２」

に記載しています。

【庁内評価委員会による評価の対象】

■施策総括評価：基本計画の全ての施策（87 施策） 

 

【評価の体制】

事務事業評価については実際に事業を実施している課、施策評価についてはその

施策を担当している部が自己評価を行い、さらに施策総括評価については、庁内評

価委員会による評価を行っています。
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【【評価調書の項目説明】

1 施策評価調書 

(1)指標

区が保有するデータまたは世論調査の結果等の活用により数値を把握でき

るもので、できるだけ区民の生活や意識、行動などの変化を測れるものとして

います。

(2)目標値

基本計画で定めた数値を基本に記載しています。

※指標および目標値については、前年度までの評価結果に基づき、適宜、追

加または修正している場合があります。

(3)施策への貢献度（事業一覧の右端欄）

各施策に配置した事業について絶対評価（A・B・C）で示しています。施

策目的の達成に貢献した度合いで評価しています。

(4)２次評価および最終評価について 

庁内評価委員会(２次評価)および区民評価委員会(最終評価)については、

現在「足立区第二次重点プロジェクト推進戦略」に基づいて選定された「重

点プロジェクト事業」および「一般事務事業の一部」を対象に実施しており、

施策および事務事業の悉皆評価は自己評価までとしています。そのため、施

策評価調書の下記の欄については空欄とします。 

5　庁内評価委員会- ２次評価 6　区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価

評価の反映結果

反映結果

-

達成状況

-

方向性

-
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２２ 施策総括評価調書 

(1)現行計画期間を通して、目標に対する達成状況の総括と今後の課題

平成 21 年度から 27 年度までの目標に対する達成状況の総合的な評価や今

後の課題などを示しています。達成度は、施策目的の達成に貢献した度合い

で 5段階評価により評価しています。

(2)基本構想（案）を踏まえた概ね今後 8年間の施策の考え方

新基本構想（案）を踏まえて、当該施策の方向性を示しています。

(3)担当部における部長評価

新基本構想における当該施策の必要性について、施策を担当している部の部

長評価を、○・△・×で示しています。

(4)庁内評価委員会による評価

新基本構想における当該施策の必要性について、庁内評価委員会における評

価結果を、○・△・×で示しています。

 ○：必要 △：一部修正すれば必要 ×：不要

  ※施策総括評価調書は、「新基本構想（案）」を踏まえて、作成・評価しており

ます。調書の項目【３】【４】の「新基本構想」は、「新基本構想（案）」を

さしております。

 

３ 事務事業評価調書 

(1)指標

その事業で実施した取組みの量や結果などを示すものとしています。

(2)投入資源（人件費）

常勤・非常勤職員の平均給与で算出しています。

(3)視点別事務事業評価

妥当性、有効性など 6分野 10項目で評価しています。

(4)総合評価

事業の評価を総合的に判断し、拡充・縮小等 6つの項目で評価しています。
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各各施策指標の達成状況

1.1 快適で安全な都市空間形成
に向けたまちづくりのルール
をつくる

快適で安全なまちづくりが進め
られていると思う区民の割合

42% 41.5% 72% 59% 59%

地区整備計画策定面積 1,227ha 1,236ha 97% 1,276ha 1,276ha

区施行土地区画整理事業によ
る仮換地引渡し率

78.3% 85% 102% 97% 97%

駅前広場等整備面積 28,316㎡ 28,316㎡ 100% 37,000㎡ 37,000㎡

住宅市街地総合整備事業地
内住宅供給数

7,000戸 7,000戸 100% 9,600戸 9,600戸

ファミリー層の割合 30.29% 30.38% 98% 32% 32%

着工住宅一戸あたりの平均面
積

67.3㎡ 67.1㎡ 89% 75㎡ 75㎡

緑視率 15.1% 14.8% 85% 18.1% 18.1%

公園等の管理・運営への区民
参画割合

44% 46% 102% 46% 46%

景観・街並みが魅力的になっ
てきたと感じる区民の割合

36.4% 34.6% 58% 70% 70%

景観形成を推進する地区の面
積

35.1ha 35.1ha 70% 132ha 132ha

駅から１ｋｍ圏内又はバス停留
所３００ｍ圏内の面積の割合

94.2% 94.3% 99% 96% 96%

運行実現化路線数 6路線 6路線 50% 16路線 16路線

都市計画道路整備延長 122.3km 122.3km 99% 124.9km 124.9km

混雑箇所解消数 42箇所 42箇所 100% 43箇所 43箇所

交通事故発生件数 2,047件 1,857件 118% 2,190件 2,190件

歩行者事故における違反歩行
者の件数

47件 41件 195% 80件 80件

自転車事故における違反自転
車の件数

349件 336件 137% 460件 460件

区道における交通事故発生件
数

1,192件 1,079件 120% 1,300件 1,300件

道路損傷等による事故発生件
数（区道）

2件 1件 0% 0件 0件

自転車の放置率 0.5% 0.5% 100% 0.5% 0.5%

違法駐車台数（１日当たり） 2,446台 2,444台 98% 2,400台 2,400台

細街路整備距離 68,530m 70,346m 90% 82,000m 82,000m

不燃化促進事業実施面積率 97% 98% 100% 98% 98%

密集市街地整備事業実施率 55% 55% 100% 60% 60%

完了検査率 89% 96% 100% 100% 100%

区内の住宅の耐震化率 82% 83% 92% 91% 91%

浸水家屋数 0件 0件 0% 0件 0件

災害に対する応急対応への備
え

4回 4回 100% 5回 5回

環境と調和した緑やいこい
の場を提供する

2.3 地域の個性を活かした都市
景観を創出する

3.1 公共交通の利便性を高める

施策群 施策

1.2 地域特性を活かしたまちづく
りを区民と協働して進める

地域特性に
応じた都市・
まちを計画
的につくる

駅周辺・拠点開発を進める1.3

1

指　　標　　推　　移

H28年度目標
最終目標

（H28年度）

27年度実
績対27年
度目標

（達成率）

H26年度
実績

施策指標
H27年度

実績

2.1

5.1

5.3

4.2

4.3

5 災害に備え
たまちをつく
る

魅力ある住宅を増やす

放置自転車・自動車の違法
駐車を減らす

5.2

道路交通の利便性を高める3.2

建築物等の安全性を確保す
る

2.2

道路を安全な状態に保つ

4.1 交通の危険性を減らす

2 快適な居住
環境をつくる

交通の安全
性を高める

3 便利で快適
な都市交通
体系をつくる

4

浸水被害を防止する

防災都市づくりを進める
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各各施策指標の達成状況

施策群 施策

指　　標　　推　　移

H28年度目標
最終目標

（H28年度）

27年度実
績対27年
度目標

（達成率）

H26年度
実績

施策指標
H27年度

実績

結核り患率 22.2 18 114% 20.6 20.6

乳幼児の定期予防接種率 92.2% 93.4% 97% 98% 98%

食中毒の発生件数 1件 0件 0% 3件 3件

小・中学生のアレルギー性疾
患のり患率

6.1% 6.6% 64% 4.2% 4.2%

空気・水質等検査の適合率
（炭酸ガス、シックハウスガス、
飲料水、浴槽水、プール水等
の検査）

91% 92.4% 100% 92% 92%

安心して受診できる医療機関
が身近にあると感じている区
民の割合

64.7% 66% 99% 70% 70%

医療安全相談窓口の苦情件
数

138件 137件 80% 100件 100件

国民健康保険・後期高齢者医
療制度合算保険料収納率

84.42% 85.46% 101% 86% 86%

国民健康保険の一人あたりの
療養諸費（東京都平均と対比）

103.98% 104.12% 100% 103% 103%

７５歳未満全がん年齢調整死
亡率（人口１０万対）（男）

106.5 110.5 111% 120 120

７５歳未満全がん年齢調整死
亡率（人口１０万対）（女）

70.3 63.7 107% 65 65

内臓脂肪症候群該当者・予備
群該当者割合（対２０年度比減
少率）

20.6% 27% 270% 12% 12%

健康づくり推進員が配置された
住区施設数

  48箇所   48箇所 100% 48箇所 48箇所

精神保健福祉情報ネットワー
ク連絡会の参加団体数

62団体 69団体 103% 80団体 80団体

民生・児童委員が扱う相談・支
援件数

61,211件 56,127件 94% 60,000件 60,000件

社会福祉協議会と協働して事
業を行っている区民等の人数

4,790人 4,521人 88% 5,390人 5,390人

福祉関係ボランティア登録団
体数

61団体 63団体 93% 70団体 70団体

8.2 福祉サービスの質を高める
第三者評価受審事業者割合 27.4% 28.3% 98% 30% 30%

低体重で生まれた子どもの割
合

8.9% 9.2% 90% 8% 8%

周産期死亡率 3.4 3.8 92% 3.5 3.5

３歳児健康診査受診率 95.2% 93.9% 99% 95% 95%

３歳児健康診査で「虫歯あり」
判定を受けた子の割合

15.9% 14.8% 101% 14.3% 14.3%

こんにちは赤ちゃん訪問事業
訪問率

84.4% 87.5% 103% 88% 88%

子育てに対する満足度 64.3% 62.4% 89% 70% 70%

子育て支援事業に協力する会
員の数

1,342人 1,323人 95% 1,500人 1,500人

個別面接相談の終結率 49% 42% 70% 68% 68%

保育所の待機児率 2.7% 2.5% 40% 0.5% 0.5%

学童保育室の待機児率 0.9% 3.9% 38% 1.5% 1.5%

9.5 児童虐待などの養育困難を
なくす 児童虐待解決率 76% 65% 66% 98% 98%

児童扶養手当受給世帯の生
活保護受給率

19% 19% 84% 15% 15%

ひとり親家庭自立支援プログラ
ム策定事業実施による就職率

80% 62% 78% 80% 80%

9 子どもの育
ちを支える
安心のしくみ
をつくる

6.4

6.1

9.6

7 生涯を通し
た区民の健
康づくりを進
める

8

6

質の高い地
域福祉サー
ビスが受け
られるしくみ
をつくる

健康危機か
ら区民の生
命を守る

ひとり親家庭の自立を支援
する

医療保険制度を安定的に運
営し、国民皆保険制度を堅
持する

子育てと仕事が両立できるし
くみをつくる

区民自らが健康づくりを進め
るしくみをつくる

7.2

9.3

9.4

8.1

6.2 食品・水・薬品などの生活環
境の安全性を確保する

感染症の拡大を未然に防ぐ

子どもの育ちを応援するしく
みをつくる

6.3

7.1 区民が生活習慣病を予防で
きるしくみをつくる

区民が安心できる保健・医
療の基盤をつくる

共助による福祉サービスの
しくみをつくる

9.1 健康で安心して出産できる
環境をつくる

9.2 乳幼児の健康を保持・増進
する
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各各施策指標の達成状況

施策群 施策

指　　標　　推　　移

H28年度目標
最終目標

（H28年度）

27年度実
績対27年
度目標

（達成率）

H26年度
実績

施策指標
H27年度

実績

要介護・要支援認定を受けて
いない高齢者の割合

81.4% 80.8% 99% 82% 82%

悠々会館等年間利用回数 4.15回 4.24回 87% 4.95回 4.95回

苦情解決を望んだ人に対する
苦情解決率

100% 100% 100% 100% 100%

要介護状態が改善された人数 1,810人 1,788人 81% 2,200人 2,200人

軽度者のうち要介護状態が改
善された人数

479人 443人 87% 520人 520人

10.3 高齢者の在宅生活を支援す
る

絆のあんしんネットワークの活
動実績

934件 1,187件 108% 1,300件 1,300件

10.4 高齢者の権利を守るしくみを
充実する 成年後見制度認知率 55.7% 57.4% 106% 54% 54%

11.1 障がい者の日常生活を支援
して社会参加を進める

障がい福祉計画目標値達成事
業数

22項目 22項目 105% 23項目 23項目

通所施設整備（定員数） 1,250人 1,352人 100% 1,370人 1,370人

グループホーム整備（定員数） 286人 301人 92% 346人 346人

区内入所施設からの地域移行
人数

5人 1人 17% 6人 6人

就労できた障がい者数 74人 58人 83% 70人 70人

身体・知的障がい者ケアマネ
ジメントの実績数(障がい福祉
センター実績）

228件 213件 112% 190件 190件

精神障がい者通所訓練施設の
訓練などにより就労した人数

31人 35人 109% 36人 36人

通所訓練施設年間利用者数 62,227人 66,298人 100% 66,000人 66,000人

12.1 女性や家庭問題の相談・支
援を行う

ＤＶ相談による緊急一時保護
施設入所者の問題が退所時ま
でに解決した件数の割合

65% 73.7% 87% 85% 85%

疾病治癒、稼働収入増加等により
自立した世帯の生活保護廃止世
帯全体に占める割合（死亡・失踪
廃止を除く）

60% 59.6% 99% 60% 60%

生活保護受給世帯の就労また
は年金受給等により収入として
認定した額

10,068,311
千円

9,402,808
千円

96%
9,785,000

千円
9,785,000

千円

被保護者全体に占める稼働し
ている人の割合

19.5% 17.3% 82% 22% 22%

キッズＩＳＯプログラムの年間実
践者数

675人 381人 38% 1,500人 1,500人

ＣＯ2排出量
2,563

千t-CO2
2,558

千t-CO2
90%

2,300
千t-CO2

2,300
千t-CO2

太陽光発電システム設置助成
件数

3,775件 4,011件 96% 4,211件 4,211件

大気環境中のダイオキシン類
の環境基準適合率

100% 100% 100% 100% 100%

主要幹線道路の自動車騒音
常時監視の夜間・環境基準適
合率(防音施工済建物調整後)

90.4% 86.6% 115% 75% 75%

適正管理化学物質の環境へ
の排出量

96t 114t 175% 215t 215t

綾瀬川のＢＯＤ 3.6mg/l 3.5mg/l 91% 3mg/l 3mg/l

綾瀬川、荒川、毛長川、垳川
の生物調査で確認された魚の
種類（外来種を除く）

24種 26種 130% 20種 20種

自然観察リーダー登録者数 20人 20人 67% 30人 30人

14.1 リデュース・リユース・リサイ
クルの区民意識を高める

マイバッグを使うなど、不用な
レジ袋を断る区民の割合

53.6% 55.2% 85% 80% 80%

「Ｒのお店」登録件数 115件 111件 79% 150件 150件

くり返し使えるものは使うなど、
ごみになるものを減らすよう心
がけている区民の割合

42.7% 42.8% 71% 60% 60%

ごみ処理量 182,984ｔ 181,248ｔ 100% 180,400ｔ 180,400ｔ

区民１人１日あたりのごみ排出
量

567.2g 561.1g 101% 555.5g 555.5g

資源化率 19.73% 19.7% 90% 22.9% 22.9%

13.2 環境の汚染状況を把握し、
対策を進める

11.2 障がい者の生活機能に適合
した施設を増やす

身体・知的障がい者が生き
がいをもって働ける就労支援
と自立への相談支援を進め
る

11.3

11.4 精神障がい者の地域生活へ
の移行と社会復帰を進める

13.1 環境に配慮した実践行動と
技術の転換を進める

介護保険サービスを適切に
提供する

13.3

ごみの排出を抑制し、廃棄
物の適正な処理を進める

区民とともに自然再生を進め
る

14.2

14

高齢者が安
心して暮らし
続けられる
社会をつくる

10

12 生活に困っ
た人の自立
を支援する

循環型社会
を構築する

11

13

障がい者が
安心して暮
らし続けられ
る社会をつく
る

10.2

地球温暖化
対策を進
め、環境へ
の負荷が少
ない持続可
能な社会を
つくる

10.1 高齢者の健康を保持・増進
し、社会参加を進める

12.2 最低限度の生活を保障し、
経済的困窮から脱却できる
よう支援を行う
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各各施策指標の達成状況

施策群 施策

指　　標　　推　　移

H28年度目標
最終目標

（H28年度）

27年度実
績対27年
度目標

（達成率）

H26年度
実績

施策指標
H27年度

実績

相談体制に対する満足度 93% 94% 100% 95% 95%

コールセンター利用数
（１日あたりの利用件数）

271件 340件 113% 400件 400件

地域防犯・防火活動団体数 383団体 387団体 98% 400団体 400団体

地域防犯・防火活動企業、個
人加盟数

531会員 524会員 89% 600会員 600会員

区内刑法犯認知件数 7,561件 6,939件 101% 6,499件 6,499件

各危機事態に対応した訓練の
実施回数（１年度あたり）

6回 6回 100% 6回 6回

各危機事態に対応した訓練の
参加者数（１年度あたり）

49,789人 63,739人 127% 60,000人 60,000人

防災関係団体人数 2,789人 2,866人 99% 3,000人 3,000人

第一次・第二次避難所数 185箇所 189箇所 92% 210箇所 210箇所

非常食糧を備蓄している家庭
等の割合

58% 61.13% 94% 70% 70%

15.5 自立的に行動できる消費者
を育成する 消費者相談解決率 98.6% 98.4% 100% 98% 98%

学力調査の各学年・各教科の
平均正答率７０%以上の児童の
割合（小学校）

75% 79% 103% 80% 80%

学力調査の各学年・各教科の
平均正答率６０%以上の生徒の
割合（中学校）

60% 61% 94% 70% 70%

研修内容活用期待度 97% 97% 100% 98% 98%

小児生活習慣病予防健診総
合判定における管理不要率
（「正常」及び「管理不要」生徒
の割合）

76.5% 78.9% 99% 85% 85%

小学生一人あたりの給食残菜
率（年間）（対平成２０年度比減
少率）

58.6% 60% 100% 61.3% 61.3%

中学生一人あたりの給食残菜
率（年間）（対平成２０年度比減
少率）

45.8% 49.6% 107% 50.3% 50.3%

16.3 子どもの就学を支える
就学相談の終結率 99% 97% 97% 100% 100%

16.4 学校の安定した運営を支え
る

学校自己評価における成果目
標の達成度

86% 86% 86% 100% 100%

改築又は改修による施設更新
実施校数

13校 13校 93% 16校 16校

適正規模校（中学校：12～24
学級、生徒数420～880人／小
学校：12～24学級、児童数370
～840人）割合

54% 58% 88% 66% 66%

放課後子ども教室平均実施日
数

196日 196日 98% 200日 200日

「子育て仲間づくり」事業の実
施団体割合

76% 73% 73% 110% 110%

児童生徒青少年団体加入率 46% 45% 75% 60% 60%

補導された青少年数（深夜は
いかい）

2,739人 2,659人 64% 1,700人 1,700人

地域学習施設等の利用者延
べ人数

790,066人 796,796人 104% 800,000人 800,000人

地域学習施設等の施設利用
率

68％ 69％ 99% 70% 70%

地域活動に参加したことのあ
る受講者の割合

44.7% 39.5% 66% 61% 61%

区民一人あたりの図書貸出冊
数

6冊 6冊 95% 6.3冊 6.3冊

学校図書館に支援を行ってい
る学校数

71校 3校 4% 69校 69校

全図書館入館者数 2,878,262人 2,907,128人 97% 3,000,000人 3,000,000人

15.1 区民が気軽に相談できるしく
みをつくる

生涯学習を支え学びの成果
を地域に活かす

17.1 地域や家庭と連携し、子ども
たちの成長を支える

17.2 青少年の健全育成と自主的
な社会参画を支える

安心できる避難生活を確保
する

15.4

15.2 地域の防犯・防火意識を高
める

16.5

18.2

18.1

15

区民との協
働による生
涯にわたる
学習活動を
推進する

17 家庭・地域
の教育力の
向上を図り、
青少年の成
長を支え育
む

区民生活の
安全を守る

18

確かな学力の定着と向上を
図る教育環境を整える

15.3

個性と創造
力を伸ばす
学校教育を
推進する

16

安全で快適な学校環境を整
える

16.1

危機・災害発生時の対応能
力を高め被害を最小限にす
る

16.2 心身の健全な発達を支える

図書館を区民の人間力と文
化力を育む情報の拠点とす
る
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各各施策指標の達成状況

施策群 施策

指　　標　　推　　移

H28年度目標
最終目標

（H28年度）

27年度実
績対27年
度目標

（達成率）

H26年度
実績

施策指標
H27年度

実績

19.1 文化・芸術活動の普及と団
体の活動を盛んにする

文化芸術活動に参加したこと
のある区民割合

52% 49% 92% 55% 55%

伝統芸能の保護・継承に関す
る活動に関心を持つ区民の割
合

4.6% 4.2% 47% 11% 11%

郷土博物館が実施した体験学
習・講座及び協働事業へ参加
した児童生徒及び区民数

10,737人 8,401人 42% 23,000人 23,000人

保護されている文化財の件数 1,025件 1,025件 97% 1,050件 1,050件

生涯スポーツ施設利用者延べ
人数

2,038,448人 1,982,423人 86% 2,450,000人 2,450,000人

体育協会・スポーツ施設・総合
型地域クラブの事業参加者数

428,200人 412,432人 100% 416,000人 416,000人

スポーツボランティア登録数 1,144人 1,045人 80% 1,580人 1,580人

町会・自治会加入世帯率 56.02% 54.8% 91% 60% 60%

町会・自治会法人化率 15% 15% 75% 20% 20%

ＮＰＯ法人設立認証数 169団体 172団体 96% 180団体 180団体

ＮＰＯ団体が区と協働して実施
する事業数

96事業 96事業 128% 85事業 85事業

決算額１，０００万円以上のＮＰ
Ｏ数が全体に占める割合

33% 32% 107% 30% 30%

20.3 住区センターにおける自主
活動・交流を推進する

住区センター年間利用回数
（区民1人あたり）

3.55回 3.66回 96% 3.9回 3.9回

20.4 地域とともにきれいで快適な
まちをつくる 主要６駅周辺のごみの数 2,496個 2,074個 145% 3,000個 3,000個

区内総所得金額 9,933億円 10,224億円 101% 10,150億円 10,150億円

区内消費額 8,613億円 8,481億円 74% 11,600億円 11,600億円

観光イベント事業に関わる区
内協力団体数

290団体 330団体 103% 350団体 350団体

イベント開催時の最寄駅の乗
降客数

1,872,710人 1,953,760人 104% 1,900,000人 1,900,000人

創業資金・経営革新資金融資
あっ旋件数

164件 175件 63% 280件 280件

創業・転業相談件数 438件 480件 100% 480件 480件

区内倒産件数（負債額１，０００
万円以上）

63件 69件 109% 75件 75件

総融資あっ旋件数に占める設
備資金あっ旋件数の割合

29.9% 30.4% 101% 35% 35%

見本市・ものづくり展等の出展
（社・組合）数

278件 283件 101% 280件 280件

製造業の業況ＤＩ（足立区景況
調査）

-19 -13 77% 0 0

東京都と足立区の製造業の業
況ＤＩ比較値（足立区景況調
査）

4 3 50% 6 6

小売業の業況ＤＩ（足立区景況
調査）

-28 -31 81% -25 -25

東京都と足立区の小売業の業
況ＤＩ比較値（足立区景況調
査）

-1 -6.9 14% -1 -1

商店街加盟店舗数 2,838店 2,537店 82% 2,800店 2,800店

生産緑地地区面積 33.38ha 33.19ha 99% 33.19ha 33.19ha

作付延べ面積 119ha 116.7ha 83% 145ha 145ha

農業ボランティアの派遣実績 2,054人 2,463人 123% 2,000人 2,000人

サポステ、就労相談室、セーフ
ティネットあだち利用人数（年
間延べ人数）

8,782人 7,265人 81% 7,800人 7,800人

区主催・共催の就労支援事業
数

29事業 33事業 106% 31事業 31事業

足立区シルバー人材センター
の会員数

3,682人 3,587人 94% 3,800人 3,800人

勤労福祉サービスセンター「ゆ
う」の加入会員率

5.4% 5.7% 85% 6.8% 6.8%

都内１９箇所の勤労福祉サー
ビスセンターの平均加入率を
100としたときの「ゆう」の加入
率

223% 253% 112% 226.7% 226.7%

勤労福祉サービスセンターの
会員一人当たりの利用数

7.17回 7.57回 107% 7.1回 7.1回

22.3

21.1

22.2

22.1

就労意欲を喚起する

産業の活性
化を図る

22

地域経済の活性化を計画的
に進める

観光と交流による活性化を
進める

経営基盤を安定させる

23 就労の促進
と雇用の安
定を図る

地域の自
治・自主活
動力を高め
る

20

21 地域経済の
活性化を図
る

23.1

地域に根ざ
した文化・ス
ポーツ活動
を支える

19

20.2 区民・ボランティア・ＮＰＯの
社会貢献活動を活性化する

創業・経営革新を促進する

22.5 都市型農業を発展させ魅力
を高める

製造業の活力向上を目指す

22.4 商店街等の魅力を高める

21.2

20.1 町会・自治会活動の活性化
を支援する

区民誰もがいつでもスポーツ
に親しめる生涯スポーツ社
会を実現する

19.3

19.2 郷土の歴史・文化の学習と
普及を進める

23.2 勤労者の福利厚生の機会を
増やす
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各各施策指標の達成状況

施策群 施策

指　　標　　推　　移

H28年度目標
最終目標

（H28年度）

27年度実
績対27年
度目標

（達成率）

H26年度
実績

施策指標
H27年度

実績

区民・団体等と区役所の協働
が進んでいると思う区民の割
合

28% 20% 57% 50% 50%

ボランティアやＮＰＯなどの活
動に参加する区民の割合

3.5% 3.1% 62% 8% 8%

24.2 情報を積極的に提供し区政
透明度を高める

必要な時に必要とする区の情
報が得られていると思う区民の
割合

64.5% 64.7% 92% 70% 70%

区政に対する満足度 53.2% 53.3% 89% 60% 60%

区民の声のうち、実現又は一
部実現した声の割合

84.4% 82.5% 97% 85% 85%

区政に区民の意見が反映され
ていると思う区民の割合

27.4% 26.4% 66% 50% 50%

各人権課題に係る当該年度主
要イベントの平均参加率

100% 103% 129% 80% 80%

当該年度主要啓発事業の好
評度

94% 99% 116% 85% 85%

ワーク・ライフ・バランス推進認
定中小企業の数

47件 49件 89% 60件 60件

区の附属機関等への女性委
員の参画率

24% 24% 80% 40% 40%

外国人の生活相談件数 2,229件 2,369件 103% 2,400件 2,400件

外国語・文化交流ボランティア
登録者数

359人 379人 115% 380人 380人

外国語･文化交流ボランティア
参加・派遣件数

289件 289件 96% 300件 300件

システムの構築・改修等によ
り、節減できた経費の累積額

13.68億円 18.72億円 110% 20億円 20億円

業務システムのサービス稼働
率

100% 100% 100% 100% 100%

電子申請導入手続き数 20件 20件 23% 110件 110件

電子申請数 3,596件 5,667件 113% 5,000件 5,000件

インターネット・コンビニでの申
請数

275,632件 291,243件 97% 300,000件 300,000件

２３区における区民一万人あた
りの職員数の順位

1位 1位 100% 1位 1位

２３区における人件費比率（総
支出額に占める人件費の割
合）の順位

2位 1位 100% 1位 1位

職員一人につき、いかに多くの
区民ニーズに対応しているか
の度合い（人）

205人 209人 100% 209人 209人

職員の昇任選考受験率 20.4% 19.7% 79% 26% 26%

27.3 窓口の接客力を向上させる
窓口サービスの満足度 93% 95% 103% 92% 92%

実質赤字比率 0%以下 0%以下 0% 0%以下 0%以下

将来負担比率 0%以下 0%以下 0% 0%以下 0%以下

経常収支比率 79.2%以下 75.8%以下 106% 80%以下 80%以下

検税による調定額
133,367

千円
118,892

千円
61%

200,000
千円

200,000
千円

特別区税の現年分収納率 97.1% 97.6% 100% 97.3% 97.3%

特別区税の滞納繰越分収納
率

27.8% 29.2% 104% 30% 30%

土地開発公社用地の面積 19,102㎡ 9,804㎡ 122% 9,800㎡ 9,800㎡

利活用することができた施設
数

11施設 11施設 85% 15施設 15施設

28 健全な財政
運営を行う

28.3 公有財産を有効活用する

28.1 計画的な財政運営を行う

28.2 区税収入を確保する

26.2 地域においてＩＣＴを活用でき
る環境を増やす

男女共同参画社会を実現す
る

25.1 人権を尊重する意識を啓発
する

24.1 区民をはじめとする多様な主
体との協働を実現する

区民の多様
な区政参画
と協働を進
める

24

戦略的な区
政運営を行
う

27

25 全ての人が
対等に尊重
される社会
をつくる

26 電子自治体
を実現する

25.2

27.2 職員の職務遂行能力を高め
る

27.1 効率的な区政運営を行う

24.3 区政に区民の意見を反映さ
せる

26.1 ＩＣＴ活用で業務を効率化す
る

多文化共生を進める25.3
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放置自転車・自動車の違法駐車を減らす

快適で安全な都市空間形成に向けたまちづくりのルールをつくる
地域特性を活かしたまちづくりを区民と協働して進める
駅周辺・拠点開発を進める

魅力ある住宅を増やす
環境と調和した緑やいこいの場を提供する

防災都市づくりを進める
建築物等の安全性を確保する
浸水被害を防止する

感染症の拡大を未然に防ぐ
食品・水・薬品などの生活環境の安全性を確保する

地域の個性を活かした都市景観を創出する

公共交通の利便性を高める
道路交通の利便性を高める

交通の危険性を減らす
道路を安全な状態に保つ

区民が安心できる保健・医療の基盤をつくる
医療保険制度を安定的に運営し、国民皆保険制度を堅持する

区民が生活習慣病を予防できるしくみをつくる
区民自らが健康づくりを進めるしくみをつくる

共助による福祉サービスのしくみをつくる
福祉サービスの質を高める

健康で安心して出産できる環境をつくる
乳幼児の健康を保持・増進する
子どもの育ちを応援するしくみをつくる
子育てと仕事が両立できるしくみをつくる
児童虐待などの養育困難をなくす
ひとり親家庭の自立を支援する

高齢者の健康を保持・増進し、社会参加を進める
介護保険サービスを適切に提供する
高齢者の在宅生活を支援する
高齢者の権利を守るしくみを充実する

障がい者の日常生活を支援して社会参加を進める
障がい者の生活機能に適合した施設を増やす

危機・災害発生時の対応能力を高め被害を最小限にする

身体・知的障がい者が生きがいをもって働ける就労支援と自立への相談支援を進める
精神障がい者の地域生活への移行と社会復帰を進める

女性や家庭問題の相談・支援を行う
最低限度の生活を保障し、経済的困窮から脱却できるよう支援を行う

環境に配慮した実践行動と技術の転換を進める
環境の汚染状況を把握し、対策を進める

安心できる避難生活を確保する
自立的に行動できる消費者を育成する

区民とともに自然再生を進める

リデュース・リユース・リサイクルの区民意識を高める
ごみの排出を抑制し、廃棄物の適正な処理を進める

区民が気軽に相談できるしくみをつくる
地域の防犯・防火意識を高める

施　策

施　策
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施施策評価調書及び施策総括評価調書　目次

《　人間力と文化力を育み活力あふれる文化都市　》

施策群
個別施策
評価調書
ページ

施策総括
評価調書
ページ

16 個性と創造力を伸ばす学校教育を推進する
16.1 101 229
16.2 103 230
16.3 105 231
16.4 107 232
16.5 109 233

17 家庭・地域の教育力の向上を図り、青少年の成長を支え育む
17.1 111 234
17.2 113 235

18 区民との協働による生涯にわたる学習活動を推進する
18.1 115 236
18.2 117 237

19 地域に根ざした文化・スポーツ活動を支える
19.1 119 238
19.2 121 239
19.3 123 240

20 地域の自治・自主活動力を高める
20.1 125 241
20.2 127 242
20.3 129 243
20.4 131 244

21 地域経済の活性化を図る
21.1 133 245
21.2 135 246

22 産業の活性化を図る
22.1 137 247
22.2 139 248
22.3 141 249
22.4 143 250
22.5 145 251

23 就労の促進と雇用の安定を図る
23.1 147 252
23.2 149 253

《　自己進化する協働型自治体　》

施策群 ページ ページ
24 区民の多様な区政参画と協働を進める

24.1 151 254
24.2 153 255
24.3 155 256

25 全ての人が対等に尊重される社会をつくる
25.1 157 257
25.2 159 258
25.3 161 259

26 電子自治体を実現する
26.1 163 260
26.2 165 261

27 戦略的な区政運営を行う
27.1 167 262
27.2 171 263
27.3 173 264

28 健全な財政運営を行う
28.1 175 265
28.2 177 266
28.3 179 267

確かな学力の定着と向上を図る教育環境を整える
心身の健全な発達を支える
子どもの就学を支える
学校の安定した運営を支える
安全で快適な学校環境を整える

地域や家庭と連携し、子どもたちの成長を支える
青少年の健全育成と自主的な社会参画を支える

生涯学習を支え学びの成果を地域に活かす
図書館を区民の人間力と文化力を育む情報の拠点とする

製造業の活力向上を目指す

文化・芸術活動の普及と団体の活動を盛んにする
郷土の歴史・文化の学習と普及を進める
区民誰もがいつでもスポーツに親しめる生涯スポーツ社会を実現する

町会・自治会活動の活性化を支援する
区民・ボランティア・ＮＰＯの社会貢献活動を活性化する
住区センターにおける自主活動・交流を推進する

商店街等の魅力を高める
都市型農業を発展させ魅力を高める

就労意欲を喚起する
勤労者の福利厚生の機会を増やす

区民をはじめとする多様な主体との協働を実現する

地域とともにきれいで快適なまちをつくる

地域経済の活性化を計画的に進める
観光と交流による活性化を進める

創業・経営革新を促進する
経営基盤を安定させる

区税収入を確保する

情報を積極的に提供し区政透明度を高める
区政に区民の意見を反映させる

人権を尊重する意識を啓発する
男女共同参画社会を実現する
多文化共生を進める

ＩＣＴ活用で業務を効率化する

公有財産を有効活用する

施　策

施　策

地域においてＩＣＴを活用できる環境を増やす

効率的な区政運営を行う
職員の職務遂行能力を高める
窓口の接客力を向上させる

計画的な財政運営を行う
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